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序　　　文

国際協力事業団は、ラオス政府の技術協力の要請を受け、森林保全・復旧計画を平成 8 年 7 月よ

り 2年間にわたり実施してきました。

当事業団は、本計画の協力実績の把握や協力効果の測定を行うとともに、今後両国が取るべき

措置を両国政府に勧告することを目的として、平成 10 年 1月 12 日から 1月 25日まで、梶谷辰哉

林野庁指導部森林保護対策室長を団長とする評価調査団を現地に派遣しました。調査団はラオス

政府関係者と共同で本計画の評価を行うとともに、プロジェクト・サイトでの現地調査を実施し、

成果の確認を行いました。そして帰国後の国内作業を経て、調査結果を本報告書に取りまとめま

した。

この報告書が今後の協力のさらなる発展のための指針となるとともに、本計画により達成され

た成果が同国の発展に資することを期待いたします。

終わりにプロジェクトの実施にご協力とご支援をくださった両国の関係者の皆様に、心から感

謝の意を表します。

平成 10 年 3 月

国 際 協力事業団　　

理事　亀　若　　誠　　
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第 1 章　終了時評価調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的　

ラオスの首都北側に位置するナムグムダム水源流域の森林は、無秩序な焼畑や伐採のため荒廃

が進んできた。ラオス政府は、水源林荒廃の進行を抑え、荒廃した森林を復旧する目的で、住民

参加を基本とした森林保全・復旧の技術ならびに行政制度への助言に関する技術協力を日本政府

に要請してきた。地域住民を活動の対象とするため、住民参加による協力基本構想と行動計画の

検討が必要であることが想定された。そのため、本格フェーズの具体的な計画立案をプロジェク

ト目標とした協力を 2 年間実施した。

今回の終了時調査評価団は、本格的な技術協力の計画立案のための 2 年間の協力という目的が

強いので、可能な限り JPCM（JICA プロジェクト・サイクル・マネージメント）手法に基づいて評

価すると同時に、計画立案の進捗状況を確認しその検討を行うこととし、以下のような項目で調

査することとした。

（1）本格フェーズの基本構想および全体活動計画の内容を協議・検討をする。

（2）軌道修正の検討および終了までの 6 カ月間の協力活動と成果の取りまとめに関する協

議・検討を行う。

（3）投入実績、活動の実施状況、成果の達成状況、プロジェクト目標の達成状況を把握する。

（4）効率性、目標達成度、効果、計画の妥当性、自立発展の見通しの評価 5 項目について評価を

行う（可能な限り JPCM 手法に基づく）。

（5）評価結果に基づき、プロジェクト活動の今後の活動方針を検討する。

（6）評価結果に基づき、類似案件などにフィードバックすべき教訓を引き出す。

1 － 2　調査団の構成

（氏名）　　　　（担当分野）　　  （現職）

梶谷　辰哉 総括・造林 農林水産省林野庁指導部森林保護対策室室長

真山　　良 森林管理 農林水産省林野庁指導部計画課

山村林業振興指導官

田中由美子 参加型開発 国際協力事業団国際協力総合研修所

国際協力専門員

宮坂　　実 計画評価 国際協力事業団林業水産開発協力部

林業技術協力課　
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1 － 3　調査日程

1 － 4　主要面談者

〈ラオス農林省（Ministry of Agriculture and Forestry : MAF）〉

Mr. Sitaheng RASPHONE Deputy Minister

Ministry of Agriculture and Forestry （MAF）

農林省副大臣

Mr. Phouvieng LATDAVONG Director General, Ministerial Cabinet, MAF

農林省官房長

Mr. Khamphiou VISSAPRA Deputy Director General, Ministerial Cabinet, MAF

農林省副官房長

Mr. Thongsoun BOUNPHASAISOL Head, Cooperation and Investment Division, MAF

農林省協力投資局長

日順 日程 調査内容 宿泊地

1 1月12日（月） 移動（東京→バンコク） バンコク

2 13日（火）
移動（バンコク→ヴィエンチャン）
在ラオス日本大使館表敬、ラオス農林省副大臣表敬

ヴィエンチャン

3 14日（水） JICAラオス事務所打合せ、プロジェクトと打合せ ヴィエンチャン

4 15日（木） 移動（ヴィエンチャン→ヴァンヴィエン）対象15村調査 ヴィエンチャン

5 16日（金） 現在の活動中の 3 村調査、造林センター予定地視察 ヴィエンチャン

6 17日（土） 村落調査継続、移動（ヴァンヴィエン→ヴィエンチャン） ヴィエンチャン

7 18日（日） 資料整理 ヴィエンチャン

8 19日（月） ラオス農林省林野局と協議、内部打合せ ヴィエンチャン

9 20日（火） 合同運営委員会 ヴィエンチャン

10 21日（水）
在ラオス日本大使館報告、JICAラオス事務所報告、ミニッツ
署名

ヴィエンチャン

11 22日（木）
調査団：移動（ヴィエンチャン→バンコク）
計画評価：（ヴィエンチャン　農業プロジェクト連携調査）

バンコク
ヴィエンチャン

12 23日（金）
調査団：移動（バンコク→東京）
計画評価：基本構想等打合せ

ヴィエンチャン

13 24日（土） 計画評価：移動（ヴィエンチャン→バンコク） バンコク

14 25日（日） 計画評価：移動（バンコク→東京）

←→
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Mr. Bounthong XAISIDA Deputy Director General,  Department of Forestry

（DOF）,  MAF

農林省林野局次長

Mr. Khambai KHAMSANA Head ,  Lao―Japan  Fo r e s t r y  Coope r a t i on  Un i t

（FORCAP）, DOF, MAF

農林省林野局日ラオ林業事務所長

Mr. Khampha CHANTHIRATH Deputy head, FORCAP, DOF, MAF

農林省林野局日ラオ林業事務所次長

〈ラオス投資・協力委員会（Committee for Investment and Cooperation : CIC）〉

Mr. Thongphachanh SONNASINH Director General, Dept. of International Economic

Cooperation, CIC

投資・協力委員会国際経済局局長

〈ヴィエンチャン県〉

Mr. Khammeung PHONGTHADY Vice Governor, Vientiane Province

ヴィエンチャン県副知事

Mr. Phouthong SENSOULINTHA Director, Agriculture and Forestry Department,

Vientiane Province

ヴィエンチャン県農林事務所長

Mr. Oudong PHONGPHAYPADITH Dep u t y  H e a d ,  C omm i t t e e  f o r  P l a n n i n g  a n d

Cooperation、Vientiane Province

ヴィエンチャン県計画協力委員会次長

Mr. Khamdi ATSAYAONG Deputy Head, Provincial Agriculture and Foresrty

Office

ヴィエンチャン県農林事務所次長

Mr. Khamchanh SENGPHIM Head,  Dis t r ic t  Agr icul ture  and Fores t ry  Off ice ,

Vanvieng District

ヴァンヴィエン郡農林事務所長

〈日本側〉

石崎　吉男 在ラオス日本大使館二等書記官

高畑　恒雄 JICA ラオス事務所長
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井本　浩之 JICA ラオス事務所所員

1 － 5　終了時評価の方法

下記調査項目についてプロジェクトの計画達成度を把握し、可能な限り JPCM 手法に基づいて

評価を行い、プロジェクトの終了までの具体的活動について、提言を行う。

（1）計画達成度 1）投入実績（日本側およびラオス側） 2）活動の実施状況

3）成果の達成状況 4）プロジェクト目標の達成状況

（2）評価 1）実施の効率性 2）目標達成度

3）効果 4）計画の妥当性

5）自立発展の見通し

（3）教訓・提案など 1）評価結果に基づく教訓・提言、今後の活動方針検討

　　　　　　　　 2）今後の類似案件などにフィードバックすべき事項

同時に、本調査団の派遣目的として、下記の協議・検討を行う。

（4）本格フェーズ（第 2 フェーズ）の基本構想および全体活動計画の内容を協議・検討

（5）軌道修正の検討および終了までの 6 カ月間の協力活動と成果の取りまとめに関する協

議・検討



─ 5 ─

第 2 章　調査結果要約

本調査においては、討議議事録（R ／D）および暫定実施計画（TSI）に基づき、これまで 1 年半

のプロジェクトの活動状況、成果などについて先方機関とともに評価を行った。評価内容につい

ては、評価調査表（資料2）として取りまとめた。評価の詳細については、後述（4 章）する。また、

評価内容をミニッツとして取りまとめ、署名した（資料 1）。

同評価を踏まえ、今後プロジェクト終了時までの 6 カ月間に行うべき活動などについて提言を

行った。

また、本プロジェクトで立案された本格フェーズの基本構想の内容について日本人専門家と検

討を行った（暫定案は資料 3）。

以上の調査概要は以下のとおり。

（1）活動状況については、TSI で予定された活動は、おおむね実施され、一定の成果も出され

つつあるが、プロジェクトの目的である「森林保全・復旧計画」については調査時点では策定

されていない。本計画は、プロジェクト本格フェーズの「基本構想および実施計画（案）」と

位置づけられ、本格フェーズへの円滑な移行のためには、不可欠なものであることから、そ

の完成を早急（本格フェーズの事前調査が 3 月に予定されていることから遅くとも 2 月の下

旬まで）に行う必要がある。

なお、本計画においては、本格フェーズの協力期間 5 カ年で確実な成果が出るような構想

とするよう留意するとともに、年次別の具体的な実施計画についても示す必要がある。また、

村落発展計画で提示されるであろう森林分野以外の村民のニーズのなかでプロジェクト活動

に組み入れるべきものと、それに対する支援内容を明確にするとともにプロジェクトとして

対応不可能な分野の取り扱いについてのメカニズム（ラオス諸機関、他の援助機関、NGO な

どに必要な橋渡しをする調査手法）についても提示する必要がある。

（2）村落発展計画については、旧ソンブン地区 15 カ村ですでにその策定が開始され、プロジェ

クト終了時までにホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ村については、完成予定（資料 12）で

あるのに対し、森林管理計画はホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ村の 3 カ村のみでその策

定が開始されているにすぎない状況にある（資料 8 ～ 10）。

したがって、森林管理計画については、上記 3 カ村の計画を完成させるとともに、残りの

12 カ村についても策定の準備を進め（具体的には、それぞれの村における第 1 回目のワーク

ショップの開催）、村落発展計画の進捗状況と一致させる必要がある。また、短期専門家によ
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り作成された森林管理のガイドラインについては、村落段階での適用にあたって、村民にとっ

てわかりやすいように簡素にしたものを作成することが必要である。

なお、参加型手法については、村落発展計画の策定などを通じカウンターパートや一部住

民の理解が深まっており、残りの村の森林管理計画の策定準備活動については、それほど困

難でないと考えられる。

（3）本格フェーズの基本的な考え方については、活動の円滑な実施と着実に成果をあげていく

観点から以下のとおりとすることが適当と考える。

1）当面の活動（造林センターの完成前までが目安）

ａ）ホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ村を先行実施村と位置づけ、本協力（準備フェーズ）

で完成した森林管理計画と村落発展計画の実施（体制の整備も含む）に対する支援、助言。

この実施の状況、成果などを残りの 12 カ村の計画策定へ反映。

ｂ）残りの 12 カ村のそれぞれの計画の策定とそれを通じた参加型手法の住民などへの普及。

ｃ）展示林の造成面積は、当面は小規模なものとし、継続的にその生長量などのデータを収

集し、次の本格的植林樹種の選択および造林技術の確立を図る。その間、本格的植林の具

体的計画（実施方法を含む）および造林センターによる苗木生産計画の策定を行う。

ｄ）持続的な土地利用に資する技術の試行的導入（アグロフォレストリー、製炭生産などの

試験的実施等）。

2）本格的な活動段階

ａ）対象村すべてにおける森林管理計画および村落発展計画の実施に対する支援、助言。

ｂ）造林センターで生産される苗木により展示林対象地域全体にわたる植林の実施。

ｃ）造林センターなどによる造林・林業・林産加工技術の開発および普及訓練の実施。

（4）本格フェーズについては、以下の観点から可能な限り準備フェーズ終了から間をおかず開

始することが必要と考える。

1）ラオス側からの強い要望

ラオスにとって森林の回復は重要な政策課題となっており、本プロジェクトの成果に大

きな期待を有しており、また、カウンターパートなども時期をおかず本格フェーズへの移

行がなされるものとの期待のもと、これまで活動を行ってきたこともあり、準備フェーズ

から継続的に本格フェーズに移行するよう各方面から強い要望がなされている。本プロジェ

クトに対するラオス側の強い関心、コミットメントとカウンターパートの熱意を失わせる

ことのないように対処することが重要である。
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2）カウンターパートの継続配置

プロジェクト期間に空白が生じることは、特にカンバイ日本・ラオス協力室長ほか、プロ

ジェクトの実施に欠くことのできないカウンターパートの他部署への配置換えのきっかけ

となる可能性が高い。

3）村民へのインセンティブ

村民の間では、1 年以上にわたって聞き取り調査などがなされるだけで、具体的な活動が

開始されないことに対する不満がわき上がりつつある。村民のプロジェクト活動参加意欲

を高めていくためにも早急に実際に活動が開始されることが必要である。

4）なお、開発調査の成果や造林センターの建設が完了してから、本格フェーズを実施する

ほうが円滑に活動が進むとの考え方があるが、この点については、開発調査のデータなど

については、すでにプロジェクトは入手しており、また上記の（3）－ 1）のとおり、造林セ

ンターの完成前に実施できる活動があることから、必ずしも開発調査や造林センターの完

成を待つ必要はない。

一方、本格フェーズの実施に必要な基本構想の策定については、現時点では完成してい

ないものの、この策定に必要な基本的な事項については、これまでのプロジェクトの活動

の成果として得られており、また、本調査において、その内容に関してプロジェクト側と

打ち合わせ、すり合わせを行ってきており、必要な時期までに策定することはそれほど困

難ではないと考えられる。さらに、3 月に本格フェーズの事前調査団が派遣されることにつ

いては、ラオス側に表明していることもあり、間をあけ本格フェーズを実施する前提で対

応する必然性はないと判断する。
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第 3 章　協力実施の経緯概要

3 － 1　相手国の要請内容

ラオスの森林は、1940 年には国土面積の 70％もあったが、1989 年には、47％に減少している。

これは 1970 年代にかけての戦争による森林伐採や焼払、戦後も従来の農地に残る不発弾を避けた

り、不便地から移住した農民による焼畑や難民による不法伐採などが原因となっている。

首都ヴィエンチャンの北側に広がる流域からの水資源を利用したナムグムダム水源地域につい

ても同様の現状があり、森林は焼畑などを原因に荒廃が進んでいる。ナムグムダムは水力発電用

ダムで、ここで発電された電力はタイへ輸出され、ラオスの大きな外貨獲得源となっている。し

かしながら、水源域の森林荒廃が進むことが原因で、ダムへの土砂流入が増加し、今後のダムの

稼働に大きな影響が生じる恐れがある。また、当該地域の人々は森林で日々の食糧の調達を行い、

自然（森林）に依存した生活を送っている。これら住民の生活資材およ生活の基盤である森林資源

枯渇などが憂慮されている。

そこで、ラオス政府はわが国に対し、森林荒廃の原因となっている無秩序な焼畑や伐採の進行

を抑え、荒廃した森林を復旧するために、住民参加を基本とした森林保全・復旧の技術ならびに

システムの構築についての技術協力を求めてきた。

本計画では、地方自治体と住民の参加による村落林を中心とした森林保全・復旧モデル形成の

ための基本構想と行動計画の立案を行う。

3 － 2　計画立案段階における協力実施プロセス

当事業団企画部が 1993 年 10 月 17 日から 11 月 14 日にわたり、ラオスにおける森林分野のプロ

ジェクト形成調査を実施した。プロジェクト形成調査では、ラオスの森林の開発状況と問題点を

調査・分析し、森林資源の保全と調和のとれた持続可能な開発に資するべく、当 JICA を通じたわ

が国の協力の方向性を中長期的視点から検討し、ラオス側と協議した。その結果、次の問題点な

どが指摘された。

（1）焼畑移動耕作などによる火入れ、林業技術の未熟による過度な伐採、不法な伐採、林地の他

用途への転用、などの理由による森林の過度な減少

（2）焼畑移動耕作地の荒廃と森林の荒廃の悪循環

（3）市場経済へ対応しようとしているラオ・ルム（低地ラオ）と、自給的農業に全精力を消耗し

ているラオ・トゥン（中地ラオ）、ラオ・スン（高地ラオ）との間で貧富の格差が拡大する傾向

（4）森林地域における農業の栽培技術レベルの低さ
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（5）道路、教育、保健、衛生といった社会インフラは、行・財政的対応能力の制約から不十分な

状態

（6）森林調査、森林管理、木材生産、造林などの林業全般、および製材加工の技術の未熟さ

（7）林業分野の研究者、施設、機材の質、量の不足

（8）ラオス政府は、上記問題点に総合的に取り組む方法が効果があがると認識しているものの、

実施主体の県、郡レベルにおける人材不足による事業実施に困難さ

このプロジェクト形成調査を受け、プロジェクト方式技術協力に関する事前調査団が 1995 年 8

月 21 日～ 9 月 6 日に派遣され、長期調査が 1995 年 11 月 から約 2 カ月にわたって実施された。本

調査団および長期調査では、住民参加を基本とした、土地利用の合理化・高度化による住民生活

向上を通じた森林の水源涵養能を回復させる、という方向性を打ち出し、次の点を課題とした。

（1）森林・林地の効果的な分配の促進と分配地の集約的な経営の推進

（2）非分配林の合理的経営の推進

（3）焼畑跡地の住民による住民利用を前提とした森林造成

（4）焼畑荒廃地の森林への早期復旧

（5）農業生産性の向上、商業作物の導入

（6）その他

（7）住民参加による（1）～（6）の村落一体的・総合的な計画および実行

これを踏まえ、1996 年 3 月 31 日～ 4 月 14 日にわたり、実施協議調査団が派遣され、本プロジェ

クトの討議事録（Record of Discussion：R ／ D）が締結された。

3 － 3　実施段階における協力実施プロセス

プロジェクト開始後、5 カ月目に計画打合せ調査団が派遣され、暫定実施計画をラオス側と協議

し、合意した。5 カ月間に長期専門家はカウンターパート、協力機関関係者とともに、実施体制の

整備、連携協力の調査などを行ってきた。これを踏まえ、プロジェクトの進捗状況の把握と今後

の協力計画を打ち合わせ、また、技術、業務執行上の問題点などについて助言を行った。

3 － 4　協力実施過程における特記事項

2 年間の協力の間に、ヴァンヴィエン郡の隣に、ヒンフープ郡が新設された。それに伴い、ヴィ

エンチャン県農業農村開発計画第 2 フェーズのモデル村であり、当プロジェクトの対象村でもあ

るヴァンキ（Vangkhi）村の行政区（所属郡）がヴァンヴィエン郡ソンブン地区からヒンフープ郡
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ナモン地区に変更になった。

3 － 5　他の援助事業との関連

当事業団の他のスキームとの関連は、次のとおりである。

（1）1996 年 10 月から「ラオス国ヴァンヴィエン地域森林保全流域管理計画調査」（開発調査）を

実施中（1998 年 10 月最終報告書）。

（2）1999 年度中に終了予定の「ラオス国造林センター建設計画」（無償資金協力）による造林セ

ンターが将来は本プロジェクトの拠点となる予定。

（3）ヴィエンチャン県のモデル村 4 村で実施中の「ヴィエンチャン県農業農村開発計画」との共

通村（ヴァンキ村）における農業プロジェクトとの協力連携。

（4）日本・タイパートナーシップの枠組みにおける、「対ラオス第三国研修（森林保全）」の研修

の対象。

焼畑対策に関連した各国支援については、次のとおりである。内容のかかわり方の程度でさま

ざまな協力の形態があるが、詳細は、本プロジェクト長期調査報告書を参照のこと。

（1）ナムグムダム流域管理保全プロジェクト（GTZ, GVS）

（2）森林保全（JVC）

（3）ナムグムダム集水域コミュニティー資源管理（IDRC= カナダNGO）

（4）森林管理保全プロジェクト〔世界銀行、世界環境信託基金  （GET）、フィンランド国際開発

機関（FINNIDA）〕
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第 4 章　計画達成度

4 － 1　造林手法試験

4 － 1 － 1　投入実績（日本側およびラオス側）

　　（日本側） 長期専門家：造林 1 名

　　 （森林の利用と管理にかかる調査および参加型森林管理計画と兼任）

短期専門家：未利用樹選定 1 名、熱帯造林 1 名

カウンターパート研修：1 名

機材供与：おおむね計画どおりに実施された。

　　（ラオス側）カウンターパートの配属：3 名の配属。2 年間であったが、途中で1 名が退職した。

展示林地の確保：展示実証林の土地を確保した。

4 － 1 － 2　活動の実施状況

（1）仮設苗畑の設置と苗木生産

ホワイパモン村造林センター建設予定地に仮設苗畑を設置し、アセアン種子センターよ

り購入した種子により次の 6 樹種および現地から採取した種子を用い 2 つのロタン種の計

2 万本強の苗木を生産した。

1）苗畑のレイアウト（資料 3）

2）苗木生産量（資料 4）

Tectona  grandis（チーク）

Acacia   mangium

Afzelia  xylocarpa

Pterocarpus macrocarpus

Cassia   siamea

Leucana  leucoceplal

Daemenolops schmidtiama 　　　　　　　ロタン種

Damamonolops sp.

（2）展示林の造成

上記、苗木を試験林については 5 種類の、育成天然林については樹木 2 種類とロタン 2 種

類の樹種を組み合わせて植栽した。試験林の植栽状況は資料 5 － 1、育成天然林の植栽状況

は資料 5 － 2 のとおりである。
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１）試験林（Experimental  forest）

ａ）Tectona grandis － Acacia mangium － Pterocarpus macrocarpus

ｂ）Tectona grandis

ｃ）Tectona grandis － Cassia siamea

ｄ）Acacia mangium

ｅ）Acacia mangium － Leucana leucoceplal

ｆ）Tectona grandis － Cassia siamea － Acacia mangium

2）育成天然林（Enrichment forest）

ａ）Pterocarpus macrocarpus － Afzelia xylocarpa

－ Daemenolops schmidtiama（ラタン）－ Damamonolops sp.（ラタン）

ｂ）Pterocarpus macrocarpus － Afzelia xylocarpa

ｃ）Pterocarpus macrocarpus － Afzelia xylocarpa － Daemenolops schmidtiama

 － Damamonolops sp.

（3）植栽苗木のデータ収集

有用樹種のリストを作成した（資料 7）

適性樹種などの選択を行うため展示林に植栽された苗木の生存率、生長量についてのデー

タの収集を行った（資料 6）。

4 － 1 － 3　成果の達成状況

（1）展示・実証林（復旧用 6 ha、育成天然林用 5 ha）が設定され、各種の樹種の組合せによる

試験的植栽を実施した。

（2）これまでに収集した植栽樹種などの生存率、生長量のデータによるとAcacia mangium が

他の樹種に比べ、生存率、生長量とも卓越しており、一方、Tectona grandis（チーク）につ

いては、生存率はそれほど悪くないものの生長は非常に悪いことが判明した。

なお、Cassia siamea については生存率がきわめて悪い結果となっているが、これは主と

してネズミの害によるものである。1997 年から 1998 年にかけこの地方ではネズミが大発生

し、米作も壊滅的な被害を受けた異常な年であることから、通常年における本樹種の生存

率を引き続き調査する必要がある。

（3）技術の移転――苗畑の造成、苗木生産・管理、展示・実証林の植林、その後の下刈りを通

じ、苗畑造成管理技術、造林技術のカウンターパート、村民への移転を行った
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（4）森林造成手法の提示――展示・実証林への植林は、村民により実施されたが、その労賃な

どについては、村にプールし、その発展計画の実施に使用されることとなっており、今後の

植林活動の手法ひとつのモデルとして提示した。

4 － 1 － 4　プロジェクト目標の達成状況

本プロジェクトの主目的は、「森林保全復旧計画」の策定にあるが、造林分野の成果である展

示・実証林の植栽木に関するデータ、植栽実行手法モデルの提示は、目的である「森林保全復旧

計画」の策定にあたってのひとつの基礎を形成するものと考えられる。

4 － 1 － 5　軌道修正の検討および終了までの協力活動と成果の取りまとめに関する協議・

検討

（1）植栽樹種に関する継続的調査

展示・実証林については、1998 年度はさらに 6 ha の植栽が予定されており、その際、ス

タンプ苗（苗木の直根のみを植栽、この方法によれば苗木の運搬が効率的）の試験的植栽も

予定されており、1997 年度の植栽木のデータの継続的調査に加え、1998 年度の植栽木の

データを収集した。なお、1997 年度にネズミの害を被った Cassia についての 1998 年度の

状況の把握が不可欠である。

また、本格フェーズの植林樹種および植栽方法の検討に必要なデータを数多くとるため、

展示林だけでなく学校林の植栽のデータの収集も必要である。

（2）本格フェーズにおける展示・実証林造成計画の検討

展示・実証林設定地域には、相当規模の荒廃地が存在しており、この荒廃地の森林への

回復も本格フェーズの活動のひとつとなることから、その森林造成の具体的な計画（植栽樹

種の選定も含む）についても検討しておく必要がある。

その場合、当面は小面積の植林を通じ、適性樹種選定のためのデータの充実に努めるこ

とが必要であり、したがって、植栽面積は後倒しの計画とする必要があると考える。展示・

実証林の規模については、単に試験データをとるための小規模なものではなく、最終的に

は森林の持続的利用のモデルとなる規模とするのが適当と考える。

なお、展示・実証林の造成後の利用については、他の箇所への焼畑圧力の軽減の観点か

ら、跡地への植林を義務づけた適正かつ秩序ある焼畑利用に供することも視野に入れてお

く必要がある。

また、森林保全・復旧計画策定の意義について特に次の提案をしたい。
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1） ラオスにおいて、森林保全、復旧を図るうえで住民を巻き込んだ取り組みを行うことは

不可欠である。その意味で村落レベルの森林管理、村落発展計画を住民が参加した形で

策定し、それを実施していくことは、きわめて重要であり、またこの対応なくして目的

は達成し得ない。

2） しかしながら、森林はその育成に長期間を要し、一度荒廃すると公益的な機能が失われ

るとともに、その回復に莫大な費用と期間がかかるもので、その保全管理にあたっては、

広域的、長期的な視点での方針、戦略が必要となる。つまり、国全体の森林整備、管理の

方針をもとに行政レベルで一定の方向を打ち出すとともに住民の活動をその方向に導い

ていくことが必要である。

つまりボトムアップでの対応も重要であるが、森林の場合、それだけでは適切な姿に

もっていくことは困難であり、全体的な方向・方針については、いわゆるトップダウン

により明確化しておく必要があると考える。

3） 森林保全・復旧計画は、以上の観点を踏まえ、行政機関が策定すべきものであり、その

内容については、地域の土地利用の将来的な構想、保全、復旧すべき森林の基準、位置、

その目的、森林の保全、復旧、管理の実施方法（管理形態とその管理の具体的方法などを

含む）実施に対する行政としての支援のあり方、支援を行うにあたっての条件などについ

ての基本的な考え方を示すものとすることが適当と考える。

4 － 2　森林の利用と管理にかかる調査および参加型森林管理計画

4 － 2 － 1　投入実績（日本側およびラオス側）

（日本側） 長期専門家：森林の利用と管理にかかる調査および参加型森林管理計画 1 名

（造林と兼任）

短期専門家：社会林業 1 名、社会林業／森林保全・復旧活動計画 1 名

参加型土地利用計画 1 名　計 3 名

カウンターパート研修：0 名（造林、参加型開発に含まれる）

機材供与：おおむね計画どおりに実施された。

（ラオス側）カウンターパートの配属：1 名の配属

4 － 2 － 2　活動の実施状況

（1）基礎的住民調査の実施

森林の活用形態、管理の対象、管理の主体、管理のルールなどを方向づける基礎的な調

査として、1995 年度にソンブン地区 15 カ村を対象として行った長期調査結果を補足する形

での「村落レベル調査」と同地区ホワイパモン村の 40 世帯を対象とした「モデル世帯調査」
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を実施した（いずれも「参加型地域開発」で実施）。

また、森林管理の基礎となる土地利用にかかる調査については、開発調査 PRA

（Participatory Rural Appraisal）チームが作成する「土地利用計画」に委ねることとし、森

林管理計画の策定にあたってはこれを参考にして行うこととした。

（2）モデル村の選定

森林管理計画の策定は、参加型地域開発専門家と共同で、対象村落である旧ソンブン地

区の 15 カ村のうち、まずホワイパモン、ホワイシ、ヴァンキの 3 村を選定してモデル的に

実施することとし、残り 12 カ村については、これらの成果を踏まえ、順次作業を進めるこ

ととした。

（3）ワークショップの開催

「土地利用計画」との整合を図る必要から、森林管理計画の策定にかかるワークショップ

の開催も開発調査の PRA とあわせて行われた。

ホワイパモン　 9 月 24 日～10 月  2 日

ホワイシ　　　11 月  2 日～ 11 月 11日

ヴァンキ　　　10 月 13 日～ 10 月 22 日

（4）技術移転

これらの活動と並行して、プロジェクト対象地域での調査に基づき、短期専門家による

「未利用有用樹種選定、社会林業、土地利用計画（ガイドライン）」に関する手法について技

術移転が行われた。

4 － 2 － 3　成果の達成状況

（1）参加型森林管理計画の策定に必要な資料の整備

1）森林管理計画を説明するための資料（絵解き図等）作成

2）未利用有用樹種リストの作成

The List of Useful Species in Lao P.D.R.

3）植生図、土壌図を組み合わせた林班図の作成

Vegetation Map ＋ Soil Map → Tentative Sub － Compartment Map

村落レベルの森林管理のガイドラインの作成

Guidelines for Designing a Forest Management Plan at Village Level
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（2）森林管理計画の策定

モデル 3 村の森林管理計画は策定作業が開始されたばかりで、残りの 12 カ村については

未着手の状態にある。

4 － 2 － 4　プロジェクト目標の達成状況

基礎的住民調査やワークショップなどを通じて、カウンターパートや住民の森林管理の必要

性に対する理解が深まった。これらの活動は、また、政府、県、郡の森林・林業担当部局の森林

管理計画策定技術の習得、向上に役立った。

森林管理計画と一体として策定される村落発展計画は、旧ソンブン地区 15 カ村で策定が開始

され、モデル 3 村では、プロジェクト終了時までに完成予定であるのに対し、森林管理計画は、

モデル 3 村で策定作業が開始されたばかりで、残りの 12 カ村については未着手の状態である。

4 － 2 － 5　軌道修正の検討および終了までの協力活動と成果の取りまとめに関する協議・検討

森林管理計画の策定については、ホワイパモン、ホワイシ、ヴァンキのモデル 3 村での計画

を完成させるとともに、残りの 12 カ村についても策定を開始し、村落発展計画の進捗状況と一

致させる必要がある。

その際、短期専門家により作成された森林管理のガイドラインの適用にあたっては、モデル

3 村での実施状況を踏まえ、わかりやすいよう簡素化したものを早急に作成し、本格フェーズで

計画策定が円滑に行われるよう準備を進める必要がある。

また、本格フェーズへの助言としては次のとおりである。

村落発展計画と一体となった参加型森林管理計画について、ラオス国民がその重要性を十分

に理解し、自ら活用、運営していくシステムが定着化するよう、効果的なプロジェクト活動が

求められる。いわば参加型住民活動の起爆剤となり、触媒効果を果たす適切な事業の適切な導

入が不可欠である。

（1）森林管理計画の実効性の確保と定着化を図るための事業活動の展開

1）造林センターを核とした普及・実践活動の定着化

林業技術の開発、普及

優良種苗の育成、導入

造林用資材の供与

造林、森林管理に関する試験、研究

2）展示・実証林の整備

有用樹展示・実証林の造成
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造林実習活動

焼畑林業見本林（サイクル林）の造成

混牧林（放牧頭数制限林）の造成

3）学校林をベースとした普及啓発活動

未来を担う児童生徒に対する普及啓発活動の展開

共同作業による森林の造成

学校改築に向けた備蓄林の造成などによる林業経営への理解の醸成

（2）地域生活の改善に結び付いた事業活動の展開

1）焼畑林業技術の確立

土地利用区分の明確化

焼畑サイクルのルール化

2）木炭生産活動の展開

薪炭林の育成による育成林業へのアプローチ

燃料の効率的利用による生活改善、森林荒廃の防止

森林生産物の加工、商品化による収入の増大

3）樹根、木皮、果実などの有効活用

森林の多目的利用による育成林業へのアプローチ

染料、薬剤など森林生産物の有効活用による収入の増大

4 － 3　参加型開発

参加型開発分野の主な目的は、焼畑に従事している農民の生活向上および焼畑依存度軽減のた

めの村落発展活動計画の策定である。この分野では、村落発展のための参加型計画立案の技術移

転を中心に行い、村民の意思に基づいて村落発展活動計画の策定をめざしてきた。指導項目とし

ては、村落調査、PCM 手法、ニーズ検証、モデル村落選択方法、聞き取り調査手法、試験的研修、

ジェンダー配慮、コンピューター利用などがある。

4 － 3 － 1　投入実績（日本側およびラオス側）

（日本側） 長期専門家：参加型開発 1 名

短期専門家：農山村経済 1 名、行政サービス開発 1 名　　計 2 名

カウンターパート研修：2 名

機材供与：おおむね計画どおりに実施された。

（ラオス側）カウンターパートの配属：2 名の配属。実施補助者として、郡農林事務所から 5 名
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のカウンターパート配属

4 － 3 － 2　活動の実施状況

（1）ベースライン調査

表 4 － 1　参加型分野の調査の概要　　　（1995 年 11 月～ 1997 年 1 月）

出所：1998年1月、飯沼健子専門家（参加型開発分野）作成資料

以下に、今回、評価対象となった村落補足聞き取り調査、パイロット世帯調査に関しての

概要および、関連機関からのヒアリングの結果をまとめた。

1）村落補足聞き取り調査 （Supplementary Village Interviews）

プロジェクト開始以前に行われた長期調査の補足として、聞き取り調査を 15 カ村で実施

した。補足的調査項目としては、生計、ジェンダー役割、所得格差、地域の金融組織など

があった。主な調査結果は以下のとおりである。

ａ）村落にはすでに貧富の格差が生じている。比較的豊かな者は商売、稲作、畜産などに

従事しており、焼畑をしているのは比較的貧しい住民である。

ｂ）現金は米や他の食糧、被服、薬などの購入に必要である。食糧確保および現金収入の

ためには、住民は畜産や農業の生産性をあげる必要を感じている。そのため技術研修

を受けたい。

長期調査 村落補足聞き取り調査 パイロット世帯調査 パイロット土地利用
計画世帯調査

時　期 199 5 . 1 1～19 9 6 . 1 1 9 9 6 . 8 1 9 9 6 . 1 0 1 9 9 7 . 1

場　所 ヴァンヴィエン郡
全集落76カ村 ソンブン地区15カ村 ホワイパモン村 ホワイパモン村

実施者 千頭聡（長期調査員、
社会経済分析）

百村帝彦・飯沼健子
（長期専門家、造
林・参加型開発）

飯沼健子（長期専門
家、参加型開発）

千頭聡（長期調査員、
土地利用計画）

目　的 村落生活環境、森林状
況、将来の希望、等

村落組織、人口移動、
雇用機会、経済流通状
況、等

現金収入、非林産物利
用、ジェンダー，焼畑
耕作実態、等

焼畑収量、家畜、果
樹、収入、植栽希望、
等

サンプル数 76カ村 15カ村 40世帯 195世帯

手　法
村長、また必要に応じ
て村落委員会に対して
聞き取り

村長及び村落委員会に
対して聞き取り

系統抽出（ラオルム
族、ラオトゥン族、富
裕層、貧困層、女性世
帯主、村落金融利用
層）

全戸調査

結　果

現状、問題点、プロジ
ェクトコンポーネント
案、ラオス側プロジェ
クト実施体制の明確化

村落組織、人員利用の
可能性の明確化

世帯内役割分担、社会
層別生計、計画立案情
報などの明確化

焼畑収量変化、土地利
用の可能性などの明確
化
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ｃ）村には主に血縁関係にある約 10 世帯から構成されている neuay という自然村がある

ため、プロジェクト活動を推進していくうえで、既存の行政村を対象にするか、自然

村を対象にしていくか、機能や目的に応じてさまざまな組合せを考慮する必要がある。

ｄ）金融システムとして政府の農業促進銀行（Agricultural Promotion Bank:APB）があ

るが、個人で借りるときには、担保として土地と家屋が必要である。土地がない貧し

い農民に対してはグループ金融も可能であるが、村人の意見では、APB はこれまで貧

しい者の役に立っていない。

ｅ）焼畑についての調査では、焼畑のサイクル（2 月ごろ Slash、5 月ごろ火入れ、播種、

9 月収穫など）、焼畑に使う道具、土地の慣習的使用権（村において慣習的に土地使用

権が存在しており住民はどの土地に誰の使用優先権があるか知っている。一度火入れ

をした形跡がある土地は他の者は勝手に使用できない、新たな使用は村の決定がない

限り認められない、など）、焼畑の土地に対する課税額や方法（1ha 当たり約 1500 キッ

プ）などが判明した。

ｆ）村人が焼畑を継続している理由としては、①これまでそのようにしてきたから、

②他の者もしているから、という理由があげられた。

ｇ）各村には、村落森林ボランティア ＊（Village Forest Volunteer）がおり、DAFO（郡

農林事務所）との連携役としても機能していることが判明した 。

　　（注）＊ 村落森林ボランティアは役人ではなく、村人のなかから選ばれ、技術研修などを受けている。山火事の

注意、村落林の伐採に関して村人から要請があったときに村長に相談する役割などをしている。この設

立には SIDA の支援があった。村にはこのほかに、ヘルスボランティア、畜産ボランティア、農業ボラ

ンティアなどがいる。また、ラオス女性同盟、青年同盟、老人グループが全国的に活動を展開しており、

情報普及の役割をしている。

2）パイロット世帯調査 （Pilot Household Survey）

プロジェクトのモデル村であるホワイパモン村において、ベースライン調査として、生

計、非林産物利用、ジェンダー役割などに関して、全 200 世帯のうち 40 世帯を対象に世帯

調査を行った。その結果、ホワイパモン村でも貧富の格差がみられ、裕福な者は、精米、畜

産などを行っており、貧しい農民ほど焼畑への依存度が高いことが判明した。なかでも最

も貧しい者のなかに、女性世帯主（4 世帯）が含まれている。

ａ）多くの食糧や燃料を森林資源に依存していることが判明した。森林は住民にとって

はスーパーマーケットのようなものである。したがって、森林を使用しながら保全す

ることが重要である。

ｂ）ジェンダー役割に関して、低地ラオ族（ラオルム）では農作業は家族ぐるみで行って

おり、焼畑作業も男女共同で行っている。しかし、女性の村落開発の意思決定過程へ

の参加はきわめて低く、土地所有の登録も世帯主（男性）の名前で行われている。薪集
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め、水くみ、食事の支度などの家事はほとんどが女性の仕事であり、女性の労働負担

が大きい。さらに、米などの食糧の確保は女性の仕事とみなされており、米を買うた

めの現金収入を得るため、女性が織物をして現金を稼いでいる。男性の現金収入は主

に道路工事などの労賃から得ている。今後、村落開発を進めていくうえで、女性の労

働負担を軽減し、女性が開発に関して発言していけるような仕組みを作っていくこと

が必要である。

3）関連機関への聞き取り調査 （Interviews  with Various Organizations）

国際機関、NGO などへの活動の聞き取り調査を実施した。ラオスには国内NGO は、存

在しないが、ヴァンヴィエン郡では、CAA, CUSO, Pro Nature, Consortium など、いくつ

かの国際NGO が活動しており、さまざまな活動を取り入れた住民参加型の村落開発を進

めている。また、UNHCR が難民帰還村について支援をしている。近隣には、観光産業投

資やセメント工場もある。今後、これらの機関との連携が必要であろう。

たとえば、CAA（Community Aid Abroad）は、1990 年からヴァンヴィエン郡において

農業、織物、養鶏、村落強化、村落林、地図作りなどについて 11 カ村で参加型の村落開発

を実施しており、貴重な情報を有している。カナダの IDRC の職員は、「焼畑を停止させる

のは、それが住民の従来の慣習であるために、非常に難しい。ルアン・プラバンでは焼畑

地にチーク植林を進めた結果、住民はその土地の使用ができなくなり、食糧確保のために

さらに奥地で焼畑を展開することになった」と警告している。

（2）村落発展計画ワークショップ （Village Development  Planning Workshops）

1）試行的な村落発展計画ワークショップ　（Pilot Village Development Workshop）

ホワイパモン村において PCM 手法に基づいた村落発展計画ワークショップを実施した。

参加者分析、問題分析、目的分析、PDM 作成を行った（資料11、12）。モデレーターは、ラ

オス人のカウンターパートを事前に訓練し、ラオ語で行った。また、プロジェクトの性格

から、中心課題をあらかじめ「森林減少（deforestation）」と設定した。50％の女性の参加

も呼びかけたが、達成されなかった。

ａ）カウンターパートは、初めてモデレーター、コーモデレーターをした。

ｂ）参加者のレベルは比較的高く、意欲的に参加した。ラオ女性同盟のメンバーが積極

的に参加した。

ｃ）参加者は、問題を列記するのに慣れておらず、また、カードに書かれた内容の相互

関連性を理解するのが難しかった。

ｄ）定職に就いている者が少ないので、参加者分析で村人の職業を記述するのが難しかっ

た。また、プロジェクトチームは調査を通じてどのような村人がいるか事前に知って
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いたので、次回から参加者分析に時間を使う必要がないとの教訓を得た。

ｅ）選択分析は、「グループ」（生産者グループ）に置き換えて、村人に理解可能になった。

ｆ）3 日間より 2 日間で終了したほうがよいという教訓を得た。

ｇ）森林に関して住民自身による分類があることが判明した。

2）PCM 手法の適用・改善 （Modification of PCM）

ホワイパモン村で行った PCM ワークショップの結果に基づき、手法を多少修正して他の

村で同様のワークショップを実施した。参加者分析は、15 カ村すべてで行う必要はなかっ

たので、ホワイパモン村で雛形を作成し、他の村で適用することとした。選択分析は、す

べてが重要な活動であるということで取捨選択が困難であったため、活動グループ（生産

グループ）形成をして実施することとした。指標の作成は村人には難しかったので、指標

や外部条件を外した簡易 PDM を作成した。

3）村落発展計画ワークショップの実施 （Village Development Planning Workshop）

DOF（林野局）2 名、PAFO（県農林事務所）2 名、DAFO（郡農林事務所）1 名のカウン

ターパートがモデレーターとして訓練された。ワークショップは、ホワイパモン村に続き

14 カ村で実施され、簡易 PDM が各村で作成された（資料11）。ほとんどの村人は環境問題

についての知識があり、森林破壊、土壌劣化、流域の変化などの関連性について理解して

いるが、食糧不足で現在の土地利用方法を変えることが難しいと考えていることが判明し

た。PDM の内容はすべての村で類似しており、食糧の確保と収入の向上に対するニーズが

非常に高いことがわかった。

4）村落発展計画のレビューとニーズの確認（Village Development  Plan Review and Need

Verification）

村ごとに簡易PDM の内容について、①労働力の提供が可能か、②時間を割けるか、③道

具の提供が可能か、④資金を準備できるか、などについて、カウンターパートが村人に確

認した（結果については、資料 13）。実行不可能で本当に必要ない活動、および村人が何

ひとつ提供できない活動は削除された。カウンターパートはこれらのインタビューを通じ

て、ニーズの確認手法を習得した。PDM はどちらかというと村の男性が中心に作成したの

で、女性にも別途検討してもらう機会を設けたところ、あまり意見の相違はみられなかっ

た。男性も織物などに関しては現金収入源としての重要性を認識していることがわかった。

（3）パイロット土地利用計画 （Pilot Land Use Planning）

まず、世帯調査の結果およびDAFO 職員の情報をもとに事前の打合せを行い、土地利用

の概要を整理した。次に、開発調査で作成した航空写真を用いて、村人に村落地図を作成

してもらい、土地利用図作成のワークショップを参加型で実施した。村の境界線、保全林、
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世帯による利用権の分配、水源涵養林などの利用等について協議した 。村長に参加者を選

定してもらった結果、男性中心になり、女性、子供、高齢者の十分な参加が得られなかった。

（4）村落開発行動計画案の作成 （Formulation of Draft Village Action Plans）

他の村に先駆けて、モデル 3 カ村（ホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ）において 1 日の

ワークショップを行い、簡易PDM に基づいて村落発展活動計画案を作成した。これはPCM

の Plan of Operation にあたる部分である（資料 12）。

現在、「森林法」により禁伐のProtection Forest、使用可能なConservation Forest、 国や

県が直営して復旧する Rehabilitation Forest などの分類がされている。全国で Conserva-

tion Forest は 20 カ所、300 万 ha ほどある。

（5）試験的技術研修 （Pilot Technical Training）

村落発展活動計画案の実施に先駆け、村落委員会などの要請に応じて村民を対象に果樹、

林間作物の栽培などの技術訓練を実施した。今後もアグロフォレストリー、織物、家庭菜

園、薬草、燃料節約型かまど、林牧などに関してプロジェクト終了時まで研修を継続する

予定。これまでは男性のみが参加してきたので、今後は女性の参加も促すことが必要であ

ろう。

（6）その他の PCM ワークショップ研修

参加型村落発展計画作成に先駆け、いくつかの研修を実施した。

1）英語とラオ語により専門家が、カウンターパートの PCM 研修を行い、その手法を習得

してもらった。

2）プロジェクトの関係者を対象にプロジェクト全体の方向性やアプローチを検討するPCM

ワークショップを行った。

3）青年海外協力隊を対象に PCM 研修を行った。
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表 4 － 2　モデル村の概要および参加型アプローチに対する認識

4 － 3 － 3　成果の達成状況

（1）ベースライン面接調査およびサーベイ：終了

（2）村落発展計画ワークショップ：終了

（3）パイロット土地利用計画：終了

（4）村落発展活動計画案の作成

1）村落発展活動計画案のパイロットテスト：1998 年 2 月終了予定

2）村落発展活動計画案の改善：1998 年 2 月終了予定 　

（5）試験的技術研修：プロジェクト終了時まで継続予定

ホワイパモン村 ホワイシ村 ヴァンキ村

面積（ha） 1,000

人口（人） 1,100 343 1,000（1995年：1988年）

世帯 200 65 200（1995年：158）

主な民族 低地ラオ、中地ラオ 中地ラオ 低地ラオ

特徴 比較的最近入植した村。世
帯調査を実施した村。苗畑
センター建設、展示林造成
予定地。水田はほとんどな
く 、 焼 畑 で 米 を 生 産
（300～600kg/ha）。野ネ
ズミの発生で1997年は被害
が大きかった。問題は食糧
不足。農業と畜産をした
い。村落森林ボランティア
がいる。女性グループの織
物が盛ん。人口が増えて学
校が不足。

森林管理計画のモデル村で
空中写真を見てもらい、土
地利用計画を作成。水源林
（禁伐林）がある。村落森
林ボランティアはいるが役
割は不明。ダムの近くなの
で魚の養殖に関心がある
が、現在2世帯しかしてい
ない。20年前に国会議員が
村にきて指導して、8世帯
がチークの植林地を作っ
た。モデルファーマーがお
り、畜産、林業、農業をあ
わせて行っているが、牛の
過放牧と土壌流出に関して
の知識が限られている。

100年前に入植した村。ナ
ムソン河沿いに35.5haの水
田があり、4 3世帯が耕
作。JICA農業プロジェク
トが灌漑導入を予定してい
る村で、そこに新たな30世
帯以上が入植を希望。水田
ができれば焼畑は少なくな
るが、また新たな入植者が
きたら断れない。ナムケン
河沿いは森林が保全されて
いる。 比較的豊かで電気
もあるが、水不足が深刻
で、特に乾季には村にひと
つしかない井戸がほとんど
枯れてしまい、4キロ先か
ら水を運んでくる。

参加型アプローチについて 村長の意見としては、村人
はまだよく参加型を理解し
ていない。PCMをしたの
で、焼畑の問題がよくわか
るようになったが、どのよ
うに対処したらいいのか技
術と資金が必要。PCMの
結果、森林、手工芸、畜
産、農業生産グループが形
成され、村で調査をした。
植林には苗木が必要。

参加型に関しては、関心が
高いが、土地利用に関して
は、放牧地にするか果樹を
植えるかで一部の土地の使
用方法について意見が分か
れている。軍所有地もあ
る。ラオ女性同盟のグルー
プが活発で、PRAにも参加
した。しかし、女性のため
の実際の活動はあまり行わ
れていない。

プロジェクトへの参加はし
たい。特に植林をしたいが
それだけでは生きていけな
い の で 畜 産 も し た
い。PCMワークショップ
は非常によかった。現在、
村落発展活動計画を完成さ
せているところで、飲料水
の確保と灌漑のニーズが高
い。森林に関しては、森林
保全の規則作りと果樹の植
林を希望。

出所：1998年1月、終了時評価調査団による現地聞き取り調査から
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4 － 3 － 4　プロジェクト目標の達成状況

プロジェクト目標である「ナムグムダム集水域におけるモデル村における森林保全・復旧のた

めの行動計画の作成」のために、村落レベルで参加型村落開発手法を用いて、村落発展活動計画

を策定中である。これは同様に、開発調査で PRA 手法を用いて作成された土地利用計画図に基

づいて、住民参加型で作成中の村落森林管理計画とともに最終的な活動計画に組み込まれる。森

林保全・復旧のための活動計画は、1998 年 7 月のプロジェクト終了時までに完成予定であり、そ

れが完成すればプロジェクト目標は達成されたことになる。

4 － 3 － 5　参加型開発に関する成果の概要

（1）地域住民の参加

1）住民は村落レベルの PCM ワークショップを通じて、参加型アプローチについて一定の

理解と認識を深め、村落発展活動計画作成の有効な手法を習得したといえる。PCM ワーク

ショップの成果として、ある村では 1998 年、焼畑の方法が注意深くなり、山火事が防げ

るようになったという画期的な報告もある。また、プロジェクトのインプットを待たずに、

すでに活動を開始しているところもある。

2）ただし、すべての住民が十分、理解しているかどうかは疑問である。繰り返し参加型ア

プローチを習得できるような仕組みが必要である。また、村落により住民のなかでも女性、

高齢者などの参加が十分ではなかった傾向がある。今後、本格フェーズでは、社会・ジェ

ンダー配慮を十分に行いながら、どのようなアプローチで住民全体に公平な参加、公平な

意思決定への参画を進めていくのかが課題である（計画段階のジェンダー分析結果は資料

14）。特に、参加型アプローチとは計画時のみに採用されても意味がなく、実施、モニタリ

ング、評価などすべてのサイクルに適用されて、真の参加型アプローチといえる。

3）住民は低地ラオ（ラオ・ルム）、中地ラオ（ラオ・トゥン）、高地ラオ（ラオ・スン）に大

きく分類されるが、プロジェクト対象村の参加住民はほとんどが低・中地ラオであり、比

較的識字率も高く、主要道路へのアクセスもよい。今後、相対的に貧しい高地ラオが、人

口増加や土壌劣化などでプロジェクト対象地域外から対象地域内に移動する可能性が高く、

彼らも焼畑に従事するであろうと考えられる。そのような場合でも、流入した高地ラオを

プロジェクトへ参画させることが重要と思われる。

（2）地方政府の参加

1）ヴァンヴィエン郡の郡事務所、および郡農林事務所（DAFO）、県農林事務所（PAFO）も

積極的に村落レベルの PCM ワークショップに参加し、村落住民とともに参加型アプロー

チに関する理解と認識を深めたといえよう。
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2）1997 年 6 月に行政改革が行われたため、プロジェクト対象村がヴァンヴィエン郡および

ヒンフープ（Hinheup）郡という 2 郡に及ぶこととなり、その結果、後者の郡事務所の参加

はこれまで積極的に行われていない。この 2 郡の参加をどのように進めていけば、地方行

政のエンパワーメント、自律的および持続的発展につながるのか、今後、検討する必要が

あろう。

3）今後、さらに地方分権化が進むと思われるが、これが地域の持続的開発に結び付いてい

くことから、地方政府の計画立案、実施、モニタリング能力の強化が必要であろう。

（3）カウンターパートの参加

1）カウンターパートは、参加型アプローチの習得に最も熱心であった。

2）郡 1 名および県 2 名の PCM モデレーター、および郡レベルで 4 名のコーモデレーター

の養成が行われた。

3）中央政府レベルでもモデレーターを 2 名、コーモデレーターを 1 名養成した。

4）住民参加型手法に関しては一定の理解と認識が深まったといえるが、今後、自分たちが

国家開発に積極的に参加していくための、中央レベルでの計画立案、予算獲得、計画実施・

管理などの能力の強化もあわせて必要である。

（4）専門家の参加

1）専門家も PCM ワークショップに積極的に参加し、参加型手法を習得すると同時に社会・

ジェンダーに関しても認識を深めている。

2）準備フェーズでは青年海外協力隊の参加はなかったが、本格フェーズでは、モデル村に

おいて今後、村落発展計画、森林管理計画に基づいて隊員の参加の可能性が検討されてい

る。その場合、参加型アプローチおよびジェンダー・プランニングなどについても日本国

内で十分研修を受けてくることが望ましい。

4 － 3 － 6　軌道修正の検討および終了までの協力活動と成果の取りまとめに関する協議・検討

本プロジェクトで参加型開発分野として予定されていた活動は、ほぼ計画どおり進んでいる。

短期間で過不足なく遂行できたのは、現地の社会・文化状況および言語によく精通した優秀な

専門家の長期派遣、およびカウンターパートの参加・学習意欲の高さ、参加型アプローチに対

する住民の潜在的ニーズの高さなどによるものと思われる。

今後の大きな課題は、これまで多大な時間と労力をかけて村人が作成した村落発展活動計画

を、JICA のスキームに沿って、最大限実行できるような仕組みと体制を、本格フェーズで考案・

実施していくことである。JICA のスキームは基本的にセクターアプローチをとっているが、参
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加型開発アプローチで住民から提出された各種の要望をどのように整理するか、住民および地

域コミュニティーの主体性、自立的発展を達成するためにはどのような措置を採るべきか、な

どについて柔軟に対処する必要がある。また、社会・ジェンダー配慮は計画立案段階にも増し

て、計画実行段階においても緊密な推進が必要とされる。

村落住民は、自分たちの緊急ニーズは、食糧の確保と現金収入であると認識している。また、

近代的な権利意識や土地所有概念が薄いため、焼畑地を必要とする新たな入植者を排除しにく

いという社会慣習も有している。したがって、このような社会・経済状況において植林のみを

性急に進めようとしても成功しないことは、村長や村人からのヒアリングからも明らかである。

住民が必要としている開発ニーズに応えながら住民の「やる気」と主体性を引き出し、参加型開

発手法に関する技術移転をしながら、プロジェクトと住民の相互理解・信頼を深める必要があ

る。そのようなプロセスをあわせ持つことにより、森林保全や焼畑に対する理解も深まり、焼

畑の安定化も急速に進められるのである。

このプロジェクトは、今後、適切に考案・実施されていけば、計画段階のみならずプロジェ

クト・サイクルのすべての段階（計画・実行・モニタリング・評価）において社会・ジェンダー

配慮をした参加型開発アプローチがどのように適用され得るか、参加型開発アプローチがどの

ように他の JICA プロジェクトにも適用されていくことが可能か、などを示唆する有効なモデル

になると思われる。

4 － 4　その他

プロジェクトでは、森林保全・復旧活動への村人および地方自治体の自主的参加を促進するた

め、啓発・広報活動を行った。具体的な目的は、ヴァンヴィエン郡森林保全・復旧活動を支援す

るセクター間協力の可能性の確認、森林保全・復旧活動の広報、実践を通しての各種グループの

森林保全・復旧活動への参加の促進、各種特用林産物利用の掘り起こしなどである。

啓発・広報活動の結果、以下のような成果が得られた。

（1）小規模なワークショップの実施を通じてカウンターパートの企画立案能力の向上

（2）収入向上につながる可能性のある特用林産物利用の試行

（3）実践的な活動による住民の参加意識の向上

（4）森林保全・復旧活動の広報

主な啓発・広報活動は以下のとおりである。
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（1）学校林／学校苗畑

学校に環境教育の場を提供する、学校運営のための長短期的な収入確保の一助とする、苗

畑・植林作業の広報を行う、公共林の設置を試験的に行う、などの目的で行われた。

（2）天然染色ワークショップ

対象村落において活発な織物活動に関連した天然染色を行うことにより、特用林産物利用

を通じた森林保全への理解・積極的参加の呼びかけを行うことが目的。ワークショップにお

いては、郡女性同盟に対するプロジェクト広報を行うと同時に、今後の連携可能性を探った。

（3）子供絵画コンテスト

プロジェクトの広報と、公共組織（学校）を巻き込んだ活動を行っていくための基盤作り。

教育事務所がコンテスト参加者（約 20 名）を推薦し、1 日で作品を作成・回収。その後、点数

制で 1 ～ 3 位、JICA 賞などを決定し、表彰した。

（4）炭焼きワークショップ

小径木および竹の有効利用を提案するための、実習を伴ったワークショップ。現在焼畑地

での薪炭材採取が主たるエネルギー源である当該地において、今後、焼畑の逓減を考えると

同時に、エネルギー源の安定的供給が問題になってくると思われるので炭焼きワークショッ

プを行った。

（5）手漉き紙ワークショップ

特用林産物利用〔竹、ポーサー（梶）など〕の促進と加工技術の試行、今後の可能性を検討

した。今回は Non － Formal Education 制度（教育事務所所管）との連携を試した。高知ラオ

ス会に講師を依頼し、上記教室を開講している学校において、職業訓練の一環として手漉き

紙作成デモンストレーションおよび実習を行った。必要な資機材および原料はプロジェクト

が調達し、ワークショップ開催については郡教育事務所との共同で計画を作成した。

（6）分収林制度

幅広い層の植林活動を促進していくための支援基盤を作るため、郡農林事務所主導による

苗木配布・技術支援制度を確立することが目的である。プロジェクトは郡農林事務所に対し

て苗木生産技術の移転を行い、郡農林事務所が農民および各種組織に対して苗木の配布と技

術支援などを行う。分収林による収入については、一部は郡農林事務所に返還される。
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（7）ニュースレター

プロジェクト進捗状況の報告、活動の広報が目的である。日本語ニュースレター（日本人専

門家により毎月発行、日本に対する広報）、ラオ語ニュースレター（カウンターパートにより

3 カ月 1 回発行、林野局・ヴィエンチャン県・ヴァンヴィエン郡・住民に対する広報）を発行

した。

（8）村落水資源管理計画

村落水源涵養林設定と簡易水道システムの併設を、農林事務所および保健事務所との合同

事業として実施し、森林保全・復旧に対するセクター間の連携事業の相乗効果を目的とする。

（9）広報用資材

プロジェクトの広報、森林保全・復旧についての啓発を目的とする。有用樹種ポスター（500

部作成中）、Ｔシャツ（200 枚）、ビデオ（2 部構成各セット）、プロジェクトパンフレット（300

部計画中）、カレンダー（300 部）、プロジェクトステッカー（小 500 部、中 300 部、大 200 部、

特大 50 部）を作成または作成予定である。

（10）オリエンテーションワークショップ

ヴィエンチャン県およびヴァンヴィエン郡のプロジェクト関係者（農林事務所、ナモン地

区・ソンブン地区村長と村落林ボランティア）に対するプロジェクト方式技術協力、開発調査、

無償資金協力の説明を実施した。

（11）中間ワークショプ

ヴィエンチャン県およびヴァンヴィエン郡のプロジェクト関係者（農林事務所および関連事

務所、ナモン地区・ソンブン地区村長と村落森林ボランティア）に対するプロジェクト方式技

術協力、開発調査の進捗状況報告、およびワークショップ参加者による問題点・課題などの

討議と発表を行った（実施期間 2 日間）。

（12）クロスセクター ワークショップ

郡として森林の保全・復旧事業に取り組んでいくことの再確認、その際に必要となる村落

発展活動への関連セクター間協力に対する理解を得るため、郡内関係諸機関（副郡長、郡事務

所、女性同盟、農林事務所、教育事務所、工業・工芸事務所、文化・情報事務所、保健事務所、

郡警察、各地区長など）に参加を呼びかけた。ワークショップでは実行可能な計画策定の重要

性、プロジェクトサイクル、連携事例紹介、セクター間討議などを実施した（実施期間1 日間）。



─ 29 ─

第 5 章　評価結果

5 － 1　目標達成度　

社会／性差に配慮した参加型手法の重要性と有効性については、カウンターパートと開発調査

による PCM ワークショップを通じて、理解されていると思われた。参加型による開発計画立案の

過程で、短期間での生活改善の要望が強いことが明らかになったが、それらの住民ニーズ（林業

関連以外の）を実現するための技術的な活動計画立案の遅れが見受けられた。プロジェクト目標

の「森林保全・復旧行動計画」形成のために、技術的な視点からの活動計画立案と、林業分野の森

林管理計画を残る 12 村で早急に立案する必要がある。

5 － 2　効果

ラオスにおける森林管理計画促進に必要な、参加型による開発計画立案の重要性と影響力につ

いては、カウンターパートと地元民に認識されたと判断される。住民参加型の手法に関してはま

だ対象地域に限定的なものであるため、経済的効果波及、面的効果波及に関しては、本格フェー

ズの活動で評価をすることとする。

5 － 3　効率性

多くの機材は妥当な時期に供与されたが、供与そのものの是非が議論になったGIS などの据付

けの遅れがプロジェクト活動に影響を及ぼした。

プロジェクトの意向を尊重しつつもラオス側の技術水準を考慮し、なるべく簡単な機材または

維持管理の容易な機材を選定したほうが望ましい。

5 － 4　計画の妥当性

第 4 次 5 カ年計画で、ラオス政府は優先順位の高い問題として、森林の保全、森林資源の経済

的効率性の改善、地域住民の生活の改善を掲げている。本プロジェクトは、国家計画の目標と、直

接的にも間接的にもうまく整合性がとれている。さらに、国家計画の目的達成のために、プロジェ

クト対象地域を他の開発援助機関と調整されている。また、開発における参加型アプローチの知

識や経験もこれらの関係機関で、共有されていると判断された。

5 － 5　自立発展の見通し

プロジェクト目標が「地元住民と地方行政機関によって実行され得る、森林保全・復旧計画の具

体的な行動計画を作成する」ことであることから、本項目に関しては、本格フェーズの終了時評
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価で評価することとする。

5 － 6　本格フェーズの基本構想および全体活動計画

現地調査後、本部の基本構想案と、プロジェクトの基本構想案を参考に、プロジェクト専門家

と調査団員で、総合的に再検討した。今後の調査団のスケジュールなどを考えると、2 月中に集中

的に本格フェーズの計画を詰める必要がある。



─ 31 ─

第 6 章　教訓および提言等

6 － 1　評価結果に基づく教訓・提言

R ／ D および TSI で予定された活動については、おおむね実施され、一定の成果も出されつつ

あるが、次の点についてプロジェクトの終了時まで完了する必要がある。

（1）「森林保全・復旧計画」の早期策定

「森林保全・復旧計画」は、プロジェクトの本格フェーズの「基本構想および実施計画（案）」

と位置づけられ、本格フェーズへの円滑な移行のためには、不可欠なものであることから、そ

の完成を早急（本格フェーズの事前調査が 3 月に予定されていることから遅くとも 2 月の下旬

まで）に行う必要がある。

なお、本計画においては、協力期間 5 カ年で確実な実施が図れる構想とするよう留意する

とともに、年次別の具体的な実施計画についても示す必要がある。また森林保全復旧に村民

を巻き込んでいくためには、村民から出されるさまざまな要求についてもある程度応えてい

く必要があることから、同計画においては、村落発展計画で提示されるであろう森林分野以

外の村民のニーズのなかでプロジェクト活動に組み入れるべきものと、それに対する支援内

容を明確にするとともにプロジェクトとして対応不可能な分野に対し、どのように対応する

かについてのメカニズム（ラオス諸機関、他の援助機関、NGO などに必要な橋渡しをするコー

ディネート手法）についても提示する必要がある。

（2）村落レベルの森林管理計画、村落発展計画の策定

村落発展計画については、旧ソンブン地区 15 カ村ですでにその策定が開始され、プロジェ

クト終了時までにホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ村については、完成予定であるのに対

し、森林管理計画はホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ村の 3 カ村のみでその策定が開始さ

れているにすぎない状況にある。

したがって、森林管理計画については、上記 3 カ村の計画を完成させるとともに、残りの 12

カ村についても策定の準備を進め（具体的には、それぞれの村における第 1 回目のワーク

ショップの開催）、村落発展計画の進捗状況と一致させる必要がある。また、短期専門家によ

り作成された森林管理のガイドラインについては、村落段階での適用にあたって、村民にとっ

てわかりやすいように簡素にしたものを作成することが必要である。

なお、森林管理計画の策定の基礎となる土地利用計画は、それぞれの村について、すでに

できあがっており、また、参加型手法についても、村落発展計画の策定などを通じカウンター
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パートや一部住民の理解が深まっていることから、残りの村の森林管理計画の策定準備活動

については、それほど困難でないと考えられる。

（3）造林樹種、樹種構成に関するデータの充実

本格フェーズにおける植林活動の円滑な実施のためには、植林樹種などの選定のための必

要なデータを数多くそろえておく必要があることから、前年度の植栽木のデータの継続的調

査に加え、1998 年度の植栽木についても詳細な調査を行う必要がある。

スタンプ苗の適用可能性についても把握しておくとともに、展示林だけでなく学校林にお

ける植栽木のデータの収集も必要と考えられる。

また、本格フェーズにおいては、展示林設定地域に存在する荒廃地の森林への回復も活動

のひとつとなることから、その森林造成のための具体的な計画（植栽樹種の選定も含む）につ

いても検討しておく必要がある。

（4）その他

ラオスにおいて、森林保全、復旧を図るうえで住民を巻き込んだ取り組みを行うことは不

可欠であり、その意味で村落レベルの森林管理、村落発展計画を住民が参加した形で策定し、

それを実施していくことは、きわめて重要であり、またこの対応なくして目的は達成し得な

い。

しかしながら、森林はその育成に長期間を要し、一度荒廃すると公益的な機能が失われる

とともに、その回復に莫大な費用と期間がかかるもので、その保全管理にあたっては、広域

的、長期的な視点での方針、戦略が必要となる。つまり、国全体の森林整備、管理の方針をも

とに行政レベルで一定の方向・方針などの大枠　〔たとえば、地域の土地利用の将来的な構想、

保全、復旧すべき森林の基準、位置、その目的、森林の保全、復旧、管理の実施方法  （管理

形態とその管理の具体的方法などを含む）  実施に対する行政としての支援のあり方、支援を

行うにあたっての条件などについての基本的な考え方〕  を示すとともに、住民の活動をその

方向に導いていくことが必要である。このことは、将来、プロジェクトの協力終了後、ラオ

スの行政機関が独自に活動を行っていくうえで、不可欠ではないかと考える。

したがって、行政組織の先端である郡として、このような視点で郡全体の森林管理・整備

の方向・方針を策定するための助言などを行うことも別の協力で必要ではないかと考える。

6 － 2　今後の活動方針の検討

（1）基本的な考え方

本格フェーズの基本的な考え方は、ヴァンヴィエン郡、旧ソンブン地区の森林の保全、復



─ 33 ─

旧を促進するため、準備フェーズで準備が進められてきている村落レベルの森林計画と村落

発展計画を具体的に実施していくための体制の整備、技術、資材などの支援を行うことにあ

る。

その円滑な活動と着実に成果をあげていく観点から、対象を旧ソンブン地区として、次の

とおり 2 段階の対応をとることが適当と考える。

1）当面の活動（造林センターの完成時が目安）

ａ）ホワイパモン、ヴァンキ、ホワイシ村を先行実施村と位置づけ、準備フェーズで完成

した森林管理計画と村落発展計画の実施（体制の整備を含む）に対する支援、助言、この

実施の状況、成果などを残りの 12 カ村の計画策定に反映する。

ｂ）残りの 12 カ村のそれぞれの計画の完成とそれを通じた参加型手法を住民などへ普及す

る。

ｃ）展示林の造成の面積は、当面は小規模なものとし、継続的にその生長量などのデータ

を収集し、次の本格的植林のための樹種の選択および造林技術、手法の確立を図る。そ

の間、本格的植林の具体的計画（実施方法を含む）および造林センターによる苗木生産計

画の策定を行う。

ｄ）持続的な土地利用に資する技術の試行的に導入する（アグロフォレストリー、製炭生産

などの試験的実施等）。

2）本格的な活動段階

ａ）対象村すべてにおける森林管理計画および村落発展計画の実施に対する支援、助言を

行う。

ｂ）造林センターで生産される苗木により展示林対象地域全体にわたる植林を実施する。

ｃ）造林センターなどによる造林・林業・林産加工技術の開発および普及訓練を実施する。

（2）森林の復旧

たび重なる焼畑の実施により草地化しているホワイパモン村の展示・実証林対象地域につ

いては、地力の回復を主眼とし、アカシア・マンギウムを主体とした植林を計画的に実施す

ることが適当と考える。そのために必要な苗木については、当面は仮設苗畑から供給するこ

ととし、造林センター完成後は、同センターの苗畑から提供していくこととする。植林面積

については、当面は小面積とし、試験データを積み上げるとともに造林技術の確立を図るこ

ととし、造林センター完成後、ある程度の規模で植林を行うことが適当と考える。植林の実

施にあたっては、準備フェーズで行った手法、つまり村民による植林、労賃分を村へプール

し、その資金を村落発展計画実施に活用する手法も一案と考える。　

なお、植林完了後の当該森林の利用については、他の箇所への焼畑圧力の軽減の観点から、
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跡地への植林の義務づけなどを行い、適正な形での焼畑利用に供することも視野に入れる必

要があろう。

（3）造林センターの役割、機能

造林センターについては、その完成後、プロジェクト活動の円滑な実施を支援する観点か

ら次の役割を担うものと考えられる。

1）展示林造成用苗木の生産および苗畑の管理

2）育成天然林施業、アグロフォレストリーを含む造林および保育などの技術開発

3）開発された技術の行政担当者および村民に対する普及

4）そのほか焼畑圧力軽減のための特用林産物（製炭等）などの生産に必要な技術訓練

（4）プロジェクト対象地域

プロジェクト対象地域については、集中的に着実な成果を打ち出すために旧ソンブン地区

に限定するものとするが、その際、行政区界の変更によりソンブン地区からヒンフープ郡に

編入されたヴァンキ村を含む 6 カ村についての取り扱いについて検討を行う必要がある。

ラオス側は、旧ソンブン地区 6 カ村をプロジェクトに含めることについて問題はないとし

ているものの、事前調査などにおいて、ヒンフープ郡とも十分詰めておく必要がある。
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